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道内景気は、一部に弱さが残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、横ばい圏

内の動きとなっている。需要面では、個人消費は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに

持ち直している。住宅投資は、持ち直しの兆しがみられる。設備投資は、持ち直しの動きが

みられる。公共投資は、高水準ながら弱めの動きとなっている。輸出は、持ち直している。

観光は、厳しい状況にあるものの、持ち直しが続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、件数が

前年を上回ったものの、負債総額は前年を下回った。消費者物価は、１４か月連続で前年を上

回った。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～３か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、９月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を０．４ポイン

ト下回る４９．８と３か月連続で低下した。横ば

いを示す５０を７か月ぶりに下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．７ポイント上回る５２．６となった。

８月の鉱工業生産指数は８６．３（季節調整済

指数、前月比＋０．２％）と２か月連続で上昇

した。前年比（原指数）では▲２．５％と４か

月連続で低下した。

業種別では、金属製品工業など８業種が前

月比上昇となった。一般機械工業など７業種

が前月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～６か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～１４か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～４か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

８月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．７％）は、６か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋２４．２％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同▲１．４％）

は、飲食料品が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋５．３％）

は、１０か月連続で前年を上回った。

８月の乗用車新車登録台数は、１０，２２４台

（前年比▲６．７％）と１４か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１．３％）、

小型車（同▲７．４％）、軽乗用車（同▲１２．３％）

となった。

４～８月累計では、５７，２３３台（前年比

▲７．３％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲５．７％）、小型車（同▲５．０％）、軽

乗用車（同▲１１．４％）となった。

８月の札幌ドームへの来場者数は、２７６千

人（前年比＋３６９．４％）と４か月連続で前年

を上回った。来場者内訳は、プロ野球２０９千

人（同＋４７９．０％）、サッカー３１千人（同

＋４４．１％）、その他が３６千人（同＋２７１０．８％）

だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

８月の住宅着工戸数は３，１８０戸（前年比

＋６．１％）と２か月連続で前年を上回った。

利用関係別では、持家（同▲２３．６％）、貸家

（同＋２５．２％）、給与（同▲３１．１％）、分譲

（同＋７４．１％）となった。

４～８月累計では、１５，２７８戸（前年比

▲３．１％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１９．４％）、貸家（同＋０．７％）、

給与（同▲４１．６％）、分譲（同＋３７．２％）と

なった。

８月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１０２，１８３㎡（前年比▲２５．２％）と２か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲５７．４％）、非製造業（同▲１８．１％）であっ

た。

４～８月累計では、７５２，７７９㎡（前年比

▲１８．６％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲１３．８％）、非製造業（同

▲１９．０％）となった。

９月の公共工事請負金額は５１５億円（前年

比＋１．５％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋９．２％）、独立

行政法人（同＋７４．６％）、道（同＋１９．４％）、

地方公社（同全増）が前年を上回った。市町

村（同▲１６．５％）、その他（同▲７２．６％）が

前年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～１０か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が４か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

８月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，２０５千人（前年比＋９７．４％）と１０か月

連続で前年を上回った。輸送機関別では、航

空機（同＋１０２．２％）、JR（同＋１１２．９％）、

フェリー（同＋５９．８％）となった。

４～８月累計では、４，５７３千人（同

＋１０６．０％）と前年を上回っている。

８月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、２，２４２人（前年比全増）と２か月連続で

前年を上回った。

８月の貿易額は、輸出が前年比＋７２．９％の

４８５億円、輸入が同＋９６．７％の１，５９６億円だっ

た。

輸出は、再輸出品、自動車、紙・板紙など

が増加した。

輸入は、石炭、原油・粗油、天然ガス・製

造ガスなどが増加した。

輸出は、４～８月累計では１，８３３億円（前

年比＋３７．４％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１１月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は３か月連続で前年を下回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～１４か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

８月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１２倍（前年比＋０．１５ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋１４．２％と１８か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋８．６％）、宿泊業・飲食サービス業

（同＋４１．３％）などが前年を上回った。

９月の企業倒産は、件数が１７件（前年比

＋３０．８％）、負債総額が７億円（同▲４４．９％）

だった。負債総額は３か月連続で前年を下

回った。

業種別ではサービス・他が６件、運輸業が

４件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は７件

であった。

８月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０３．４（前月比＋０．３％）となっ

た。前年比は＋３．４％と、１４か月連続で前年

を上回った。

石油製品の価格は調査基準日（８月１０日）

時点で、灯油価格は前月比▲０．８％、前年同

月比＋２２．５％となり、ガソリン価格は前月比

▲２．４％、前年同月比＋５．８％となった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１１月号
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２２年７～９月期 実績

前期に比べ、売上DI（１３）は２ポイ
ント上昇、利益DI（△４）に変動はな
く、業況は小幅に改善した。売上DIは
２期連続で上昇し、プラス圏を維持し
た。非製造業の業況は持ち直しが続いた
一方で、製造業の業況は後退しており、
業況に濃淡がみられる。

２．２０２２年１０～１２月期 見通し

前期に比べ、売上DI（６）は７ポイ
ント、利益DI（△８）は４ポイント低
下の見通し。原材料価格の上昇に伴う悪
影響が続いているほか、非製造業を中心
に人手不足感が高まっており、先行見通
しに慎重さがうかがわれる。

項 目
２０１９年
７～９１０～１２

２０２０年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２１年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２２年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

売上DI △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ １１ １３ ６
利益DI △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △４ △４ △８

定例調査

業況は小幅に改善も、業種により濃淡がみられる
第８６回 道内企業の経営動向調査

※①２０／２／２８～２０／３／１８ 道独自の緊急事態宣言、②２０／４／８～２０／４／１６ 集中対策期間、③２０／４／１７～２０／５／２５ 緊急事態宣言
④２０／８／１～２０／９／３０ 集中対策期間、⑤２０／１０／２８～２１／３／７ 集中対策期間、⑥２１／５／９～２１／５／１５ まん延防止等重点措置
⑦２１／５／１６～２１／６／２０ 緊急事態宣言、⑧２１／６／２１～２１／７／２１ まん延防止等重点措置、⑨２１／８／２～２１／８／２６ まん延防止等重点措置
⑩２１／８／２７～２１／９／３０ 緊急事態宣言、⑪２２／１／２７～２２／３／２１ まん延防止等重点措置
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０２２年７～９月期実績）

２０２１年
１０～１２

２０２２年
１～３

２０２２年
４～６

２０２２年

７～９

２０２２年
１０～１２

実績 実績 実績 実績

前回
見通し 見通し

全産業 売上DIは２期連続で上昇した。一方で利益
DIは横ばいで、マイナス圏内にとどまった。

売上ＤＩ △２ △８ １１ １３ ９ ６
利益ＤＩ △１５ △２１ △４ △４ △４ △８

製造業 売上DI・利益DIともに低下した。
売上ＤＩ ４ △８ ６ １ ６ △５
利益ＤＩ △１５ △２３ △１３ △１９ △１１ △２０

食料品 業態によりバラツキがみられるが、総じ
てみれば売上DI・利益DIともに低下した。

売上ＤＩ ２９ ５ ３８ ３０ ３９ ３０
利益ＤＩ △５ △１８ １５ １１ ２０ ５

木材・木製品 製材の業況に減速感がみられる。
売上ＤＩ △５ １８ １７ １６ １１ ０
利益ＤＩ △２０ ０ １１ △１６ △１１ △２１

鉄鋼・金属製品・
機械

機械の売上DIは持ち直したが、鉄鋼
・金属の売上DIの低下が続いた。

売上ＤＩ △１４ △２４ △１７ △１９ △１０ △２９
利益ＤＩ △１７ △３３ △３８ △３３ △２９ △２６

非製造業 建設業は業況後退しているが、非製造
業全体では業況持ち直しが続いている。

売上ＤＩ △４ △８ １３ １７ １０ １０
利益ＤＩ △１５ △１９ ０ ２ △１ △３

建設業 公共の業況が後退した。
売上ＤＩ △２４ △２５ △２０ △２３ △２２ △１８
利益ＤＩ △２６ △３５ △２５ △３８ △３０ △３０

卸売業 全ての業態で売上DIが改善した。利益DI
は、食品卸・資材卸・機械卸で改善した。

売上ＤＩ ９ △１７ １０ ３４ ９ １９
利益ＤＩ ５ △２５ ５ １７ △７ ５

小売業 自動車店は底ばいで推移した。燃料店は売
上DIが低下するも、利益DIは持ち直した。

売上ＤＩ ２ ７ ３７ ２６ ２４ ２３
利益ＤＩ △３６ △２２ △１７ ９ △５ △７

運輸業 旅客・貨物ともに売上DIは持ち直
したが、貨物の利益DIは低下した。

売上ＤＩ △４ ７ ２６ ４６ ３１ ４６
利益ＤＩ △１２ △１４ １４ １９ １７ １７

ホテル・旅館業 売上DIは小幅に低下したが、コロナ禍の影響が
和らぎ、業況は持ち直し基調で推移している。

売上ＤＩ ６ ３３ ８１ ７８ ７５ ５６
利益ＤＩ △１１ ４４ ７５ ８８ ７５ ６７

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

２０２２年
１～３

２０２２年
４～６

２０２２年

７～９

２０２２年
１０～１２

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績

前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ １１ １３ ９ ６
利益ＤＩ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △４ △４ △４ △８

札 幌 市
売上ＤＩ △１３ △６３ △５８ △３７ △３２ ２ △３ ４ △１１ １１ １５ ７ １５
利益ＤＩ △１７ △５８ △４９ △３１ △２９ ０ △１０ △６ △２１ ０ ３ ０ ７

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △３６ △５０ △４３ △３７ △２１ △７ △１８ △５ △９ １７ １７ １７ １１
利益ＤＩ △３４ △４７ △４３ △３５ △２６ △１８ △１８ △１７ △２５ △９ △５ △８ △７

道 南
売上ＤＩ △２９ △５９ △６３ △５６ △５２ △８ △２９ △２０ △１９ ２４ ２４ １６ ８
利益ＤＩ △１８ △５９ △５１ △５３ △５５ △１８ △３２ △３４ △４４ △５ △８ △１１ △２２

道 北
売上ＤＩ △２５ △５４ △４６ △２７ △２５ ３ △８ ４ ８ １１ ０ ４ △１１
利益ＤＩ △２７ △５５ △３１ △２２ △２０ △２ △１８ △９ △３ ７ △１１ △１１ △２０

道 東
売上ＤＩ △２２ △６５ △５５ △４０ △４４ △９ △１８ △３ △９ △８ ６ ２ △７
利益ＤＩ △３１ △７０ △４５ △２９ △３１ △１１ △１６ △２７ △１９ △１５ △９ ０ △２２

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械

ホテル・旅館業建設業
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＜図表5＞利　益

＜図表4＞売　上

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械
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製　　造　　業

食　料　品
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△ 2 △ 8 11

4 △ 8 6
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△ 5 18 17
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2 7 37

△ 4 7 26
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4 △10 17
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売上DI
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△15 △21 △ 4

△15 △23 △13

△ 5 △18 15

△20 0 11

△17 △33 △38
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52 26 22
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増加 31 不変 44 25

27 41 32
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2022/7～9実績（n=388） 2022/10～12見通し（n=385）

2022/7～9実績（n=388） 2022/10～12見通し（n=384）
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＜図表6＞資金繰り
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＜図表7＞短期借入金の難易感
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＜図表9＞設備投資

＜図表8＞在　庫
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△11
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0

0

0

13 適正 79 8

14 74 12

6 83 11

37 47 16

6 88 6

20 60 20

13 80 7

5 86 9

31 67 2

14 67 19

100

6 94

8 89 3

7 適正 85 8

11 80 9

3 89 8

37 52 11

3 91 6

15 70 15

6 86 8

1 87 12

14 84 2

9 75 16

100

100

3 94 3

実施 39 実施せず 61

40 60

44 56

42 58

33 67

40 60

38 62

30 70

26 74

39 61

58 42

56 44

50 50

実施 35 38 未定 27

36 35 29

38 35 26

32 42 26

31 28 42

45 40 15

34 40 26

22 51 28

31 51 19

36 29 36

58 23 19

56 11 33

39 37 24

2022/7～9実績（n=362） 2022/10～12見通し（n=361）

2022/7～9実績（n=383） 2022/10～12見通し（n=383）

過多 過少 過多 過少

実施せず
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）
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＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（７５％） ＋０ 前回調査から横ばい推移で、製造業（８８％）、非製造業（７０％）ともに１位と
なっている。特に食料品（９２％）では、９割を超える企業が問題点に挙げた。

�人手不足（６０％） ＋９ 主要８業種全てで上昇した。特に小売業（５８％）で２１ポイント、ホテル・
旅館業（７８％）で１５ポイント上昇しており、人手不足感が高まっている。

�諸経費の増加（４４％） △２ 運輸業（６５％）で１６ポイント上昇し、問題点の１位に浮上した。

�人件費増加（３４％） ＋１ 製造業（３７％）で８ポイント上昇し、非製造業（３３％）では１ポイント低下した。食料品（５９％）で
１８ポイント、木材・木製品（３２％）で１５ポイント、ホテル・旅館業（４４％）で１３ポイント上昇した。

�売上不振（３０％） △６ 製造業（３８％）では３ポイント上昇したが、非製造業（２７％）では９ポイ
ント低下した。特に、ホテル・旅館業（３９％）では２４ポイント低下した。

�過当競争（１４％） △５ 木材・木製品を除く主要７業種で低下した。小売業（１６％）では１３ポ
イント、ホテル・旅館業（１１％）では１４ポイント低下した。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第８６回定例調査（２０２２年７～９月期実績、２０２２年１０～１２月期見通し）
回答期間：２０２２年８月中旬～９月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ③ ① ②
７５ ８８ ９２ ７９ ８３ ９５ ７０ ８２ ７６ ７４ ５８ ８３ ４０
（７５）（８７）（８８）（８３）（８８）（８４）（６９）（７４）（７９）（７１）（６９）（８８）（４３）

�人手不足
② ② ② ② ② ② ② ② ② ① ② ①
６０ ４８ ５１ ５３ ４４ ４５ ６５ ７８ ４３ ５８ ６５ ７８ ７２
（５１）（４４）（４４）（４４）（４０）（５２）（５４）（７２）（３３）（３７）（６０）（６３）（６２）

�諸経費の増加
③ ③ ② ② ③ ③ ③ ③ ① ③ ②
４４ ４６ ５９ ５３ ３３ ４０ ４３ ３６ ４０ ４９ ６５ ４４ ４０
（４６）（５１）（６３）（４４）（３８）（５６）（４３）（３０）（５３）（４９）（４９）（５０）（４３）

�人件費増加
② ③ ③

３４ ３７ ５９ ３２ ２５ ２０ ３３ ３７ ２８ ４２ ２７ ４４ ２６
（３３）（２９）（４１）（１７）（１９）（３６）（３４）（３９）（３３）（３４）（３７）（３１）（２８）

�売上不振
②

３０ ３８ ２７ ４７ ４４ ３５ ２７ ２５ ２１ ３５ ３８ ３９ １９
（３６）（３５）（１５）（３９）（４８）（４４）（３６）（３２）（３５）（３４）（４３）（６３）（３０）

�過当競争 １４ ８ ８ １１ ３ １５ １６ ２４ １９ １６ ８ １１ ４
（１９）（１２）（１５）（６）（１２）（１２）（２３）（３２）（２３）（２９）（１１）（２５）（９）

�資金調達 ８ １１ １１ ２１ ６ １０ ７ ５ ３ ９ １５ ６ ９
（６）（６）（５）（１７）（２）（８）（６）（５）（４）（１２）（１１）（６）（２）

	設備不足 ５ １１ １１ １６ １１ ５ ３ １ ５ ２ ０ ０ ６
（５）（１０）（１２）（－）（７）（２０）（３）（－）（５）（－）（６）（６）（４）


価格引き下げ要請 ４ ４ ３ ０ ６ ５ ４ ５ ９ ０ ０ ０ ４
（６）（６）（７）（６）（１０）（－）（６）（５）（１２）（－）（３）（－）（９）

�販売価格低下 ２ ３ ０ ５ ３ ５ ２ １ ５ ２ ０ ０ ０
（４）（２）（０）（６）（５）（０）（５）（４）（９）（５）（３）（６）（２）

�代金回収悪化 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ３ ５ ０ ０ ０
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（１）（２）（２）（－）（－）（－）


その他 ３ ４ ３ ０ ６ ５ ３ １ ３ ７ ４ ０ ４
（４）（３）（２）（６）（２）（４）（４）（３）（４）（７）（３）（－）（４）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３９０ １００．０％
札幌市 １４４ ３６．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８４ ２１．５
道 南 ３８ ９．７ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５７ １４．６ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６７ １７．２ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７００ ３９０ ５５．７％
製 造 業 １９９ １１３ ５６．８
食 料 品 ６８ ３７ ５４．４
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １９ ５７．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３６ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ５０１ ２７７ ５５．３
建 設 業 １３９ ８３ ５９．７
卸 売 業 １００ ５９ ５９．０
小 売 業 ９７ ４３ ４４．３
運 輸 業 ５０ ２６ ５２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ４８ ５９．３

業種別回答状況
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今回の調査では、道内企業の業況は小幅に改善しました。ただし、非製造業の業況が持ち

直す一方で、製造業の業況は後退するなど、業況には濃淡がみられました。企業からは、原

材料や燃油などの仕入価格上昇によるコスト高や、人手不足の高まりが業況回復の足かせに

なっているとの声が多く聞かれました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業 ２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜食料品製造業＞ 原材料費・諸経費の高騰

により、利益が出ない構造が続いている。売

価への転嫁は概ね成功したが、販売数量の減

少に伴う売上の減少により、固定費や販管費

の負担が大きい状況が続くと想定している。

（道央）

＜食料品加工業＞ 売上に関しては徐々に上

がってきているものの、利益については原材

料費の上昇に伴って減少傾向にある。利益拡

大に向けては販管費の圧縮を加速させるとと

もに、原価の見直しを行いながら販売価格が

適正かどうかを検証していく。（道南）

＜水産加工業＞ コロナの影響は続いている

が、人流が戻りつつあるので、売上は伸びて

きている。しかし、今後は原材料の値上げが

大きいので、利益は大幅に減少していくと思

われる。商品の更なる値上げをして様子を見

る。（道央）

＜水産加工業＞ 円安の進行により材料費の

値上がりが大きく、販売価格に転嫁するのは

非常に厳しい。そのため、今年度の売上予想

が難しくなっている。加えて、経費の値上が

りにより利益は減少している。年度上期には

１０％の値上げを行ったが、下期にも１０％の値

上げを予定している。（道南）

＜製材業＞ ここに来て、コロナ禍の２年半

が嘘のように、次々と仕事が入ってきてい

る。このままの状態が続けば良いが、また感

染拡大などによって経済が止まると困ってし

まう。また、一気に仕事が増えたため、人手

不足の影響をもろに受けている状況である。

（道央）

＜製材業＞ 生産力不足により受注が取れ

ず、機会損失が見込まれる。（道北）

＜金属製品製造業＞ 原材料の値上がり、お

よび調達難がみられる。今後は、値段の推移

を見て適正な仕入の判断をしていく。（道央）

＜金属製品製造業＞ 今は外的要因よりも、

人手不足による支障が大きいと考えている。

仕事があっても手を出せない状況にあるた

め、採用活動や外国人雇用に対してもっと真

剣に考えて行動していかなければならない。

（道北）

＜機械器具製造業＞ コロナ禍および米中の

対立による半導体のサプライチェーン問題、

さらにウクライナ紛争に伴う車載用半導体不

足の一層の悪化、極めつけは大手自動車メー

カーの不正問題の拡大で、シャーシの納期遅

経営のポイント

コストの増大や人手不足の高まりが、業況回復の足かせに
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

れの解消見通しが立たないなど、２０２２年度は

極めて厳しい状況が続くと予想される。（札

幌）

＜印刷業＞ 印刷関連業では値上げ傾向が続

いている。クリエイティブ、グラフィック関

係も各顧客に値上げ交渉をしているが、低単

価での妥協を強いられる。そのため、当面は

経費による圧迫が続くことが懸念される。今

後は、デジタルを利用した新しい仕事の分野

にも挑戦していく。（札幌）

＜コンクリート製品製造業＞ エネルギー価

格・原材料価格の異常な高騰が続く中で、公

共工事の設計価格もそれに合わせて早急に改

定されないと、利益が大幅に悪化してしま

う。（札幌）

＜革製品製造業＞ 春先から売上回復・収益

状況の緩やかな改善がみられていた。しかし

夏場以降、直営店・百貨店内の店舗売上に陰

りが見えてきた。生活必需品の多くが値上げ

したことで、一般消費者の購買意欲に悪影響

が出ていると分析している。今後は、新色・

新製品の開発を可能な限り手持ちの原材料で

対応するほか、事業者向けの提案セールス

や、各店舗でのフェア開催など、営業を推進

し、業績の確保を図っていく。（札幌）

＜建設業＞ 土木工事においては、なかなか

仕事を取り切れず、苦戦を強いられている。

当管内における建築工事は、工事の量は多い

ものの小ぶりな案件が目立ち、利益の確保に

苦労している。（道東）

＜設備工事業＞ コロナ禍以降、受注量が大

きく減少した。今年は受注依頼が多く明るい

兆しがあるが、昨年よりも人員が減少したた

め、依頼をこなせず受注ができない。求人募

集をかけても応募が無く、人員が増える見込

みが少ない。（札幌）

＜住宅建築業＞ コロナ禍、ウクライナ紛

争、資材の高騰・不足など、建設業界も大き

な影響を受け、建設費が大幅に値上がりして

いる。今後値下がりする可能性は低く、新築

工事の受注が減るのではないかと懸念してい

る。（道央）

＜土工工事業＞ 鉄線、セメントを中心とし

た製造原価の上昇により、粗利益率が低下し

ている。販売価格の値上げにより収益性は改

善傾向にあるが、道内の新築住宅着工戸数が

前年比マイナスでの推移となっており、今後

の売上推移を注視している。社内の収益管理

体制を強化していることから、仕入価格の上

昇が収益に及ぼす影響は、最低限に抑えられ

る見通しにある。（道央）

＜食料品卸売業＞ コロナ禍でのまん延防止

等重点措置などの行動制限が、今年度は発出

されていないことから、酒類の売上が戻って

きた。今後の見通しは、コロナ禍の状況、米

価の上昇、酒類の販売価格の上昇の影響次第

である。（札幌）

＜水産物卸売業＞ ７～９月期は例年、年末

に向けて仕入・売上ともに増加していく時期

にあたる。今年は全般的に単価高傾向にあ

り、相場下落時の在庫評価損のリスクと表裏

経営のポイント
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７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

一体であるため、魚種・アイテムごとに適正

価格での仕入に努めるとともに販売を推し進

め、前年に比べ増加している在庫を年末まで

に前年並程度に圧縮していく方針である。（札

幌）

＜包装用品卸売業＞ 仕入先からは二次値上

げ、三次値上げの話が来ているが、販売先か

らは値上げに対する抵抗感が強まってきてい

るように感じる。（札幌）

＜機械器具卸売業＞ ７月の売上は堅調に推

移したものの、その後のコロナ感染者数増加

に伴い再度設備投資意欲も下向きとなり、売

上減少に転じた。原材料価格上昇による仕入

額増加も相まって、利益は赤字に陥ってい

る。老人ホーム向けを始め、未だ対面のセー

ルスは手控えムードにあるため、営業担当が

苦戦している。（札幌）

＜食品スーパー＞ 夏商戦は、コロナ禍での

行動制限が無かったことで帰省のニーズが生

じ、売上に好影響があった。一方、夏を通じ

て雨が多く、特に週末の荒天が続いたことで

アウトドアニーズが著しく低下し、トータル

の売上では微増にとどまった。顧客の来店頻

度は少なくなっているが、客単価は上がって

いる。物価高により、買うものを絞り込んで

いることを感じさせる。（札幌）

＜作業用品店＞ 全国的に猛暑日が多く、夏

物商品の売上が好調であった。ただし、円安

や物価高の影響で、仕入価格が継続的に上昇

している。社内の業務改善により、経費削減

と同時に業務効率を上げていきたい。（札幌）

＜自動車販売店＞ 新車の生産遅れの影響が

長引いている。目先の売上減だけでなく、３

年後の車検台数の減少が予想されるなど、影

響は大きい。（道南）

＜燃料小売業＞ 石油製品やLNGの価格上

昇により、売上は伸びているが仕入コストも

上昇しており、利益率は伸び悩んでいる。部

門によっては、人手不足の影響で特定の社員

に業務が集中しているケースがあるため、体

制の整備が必要と感じている。（道東）

＜航空業＞ コロナ禍の影響の長期化によ

り、収入の増加ペースが鈍化している。（札

幌）

＜バス会社＞ インバウンドが少しずつ戻っ

てきてはいるが、コロナ前には程遠い状況で

ある。また、燃料価格高騰により、売上回復

には至っていない。現状は国や自治体の補助

金を活用している。（道央）

＜運輸業＞ 異常気象による輸送ルートの障

害と、燃料価格の高止まりによる輸送コスト

の増大が、収益を大きく圧迫している。加え

て、１０月からの社会保険料の改定、２０２３年４

月からの時間外料率の改定、ドライバーの時

間外労働時間の上限規制に伴う問題（２０２４年

問題）など、人件費に係るコストも大幅に増

加していくものと思われる。これらのコスト

を、運賃単価に転嫁できない状況が続いてい

る。（道央）

＜都市ホテル＞ 観光支援策の「どうみん

経営のポイント
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１０．その他非製造業

割」の効果や行楽シーズンの到来により、宿

泊稼働率および販売単価の上昇とともに売り

上げも伸びている。問題点は人員不足であ

り、雇用条件などを見直して採用活動を実施

しているが、思うように採用ができていな

い。今後の売上確保のためには、客室などの

リニューアルが必要であり、実際に計画中で

ある。運営においては、「地域との共生」を

掲げ、より地域に根差した取り組みを実施す

る。（札幌）

＜観光ホテル＞ 今夏に２０１９年の水準の８割

程度まで回復し、好転の兆しを見せている。

半面、コスト増や人件費増、人手不足に悩ま

される部分もある。人材への投資を見直すべ

きと考えている。（道北）

＜観光ホテル＞ 道内・道東地域の中でも知

床エリアの集客の回復は鈍化しており、やは

り海難事故の影響が依然大きいと思われる。

施設独自での施策ではどうにもならないた

め、団体一丸となって国などへ支援強化を依

頼していく予定である。（道東）

＜飲食店＞ コロナ感染者数の増加に伴い、

売上の回復が鈍化した。今後は、新規出店の

ほか、生産性向上のためにIT設備の導入を検

討していく。（札幌）

＜建設コンサルタント＞ コロナ関連の影響

は少なく、売上・利益は比較的落ち着いてい

る。人員は過剰感があるが、若手・中堅層が

不足しており、うまく調整していかなければ

技術力の低下を招く。また、下請け企業の高

齢化により、労働力の確保が将来的に厳しく

なることが予想される。（札幌）

＜病院＞ 売上もそうだが、特に利益に関し

ては２０２１年度に大きく減少している。要因と

しては、諸経費の増加や、補助金の減少が大

きな要因とみている。経費削減は毎年取り組

んできたが、物価上昇により環境が変化して

いることも踏まえて、今後はより一層注力し

たい。（道央）

＜廃棄物処理業＞ 回収物量の減少を、再生

油や鉄くずなどの売却物の単価増加で補い、

通常ベースの売上・利益は確保できている。

今後は物量減少に対応すべく、取引業種の拡

大を進めるほか、諸経費の増加に備え、より

効率的な廃棄物処理工程の見直しを推進す

る。（道央）

＜クリーニング業＞ 業界としては、４月以

降、コロナ禍の影響が徐々に和らいだこと

で、クリーニング需要の回復傾向がみられ

た。リネンサプライについては、ホテル・旅

館の稼働率が７月以降ようやく回復してき

た。しかし、インバウンドの受け入れ再開に

ついては緒についたばかりであり、足元の感

染拡大もあって、市況の回復は道半ばといっ

た状況にある。当社としては、売上増加策や

コスト削減策が奏功し前年から売上・利益と

もに回復状況にあるが、物価高に伴う個人消

費の縮小懸念や、１０月に控えた最低賃金の引

き上げなど、経営上のリスクは山積してい

る。（札幌）

経営のポイント
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１１月号

１ VUCAの時代に

２０１５年９月の国連総会で「持続可能な開発目標（SDGs）」が全会一致で採択されてから７年が

経過しました。この間日本では急速に認知度が高まり、街で見かける襟章や企業広告での活用な

ど、国連の長期的な政策目標としては過去にない共感・賛同が拡がりました。しかし、新型コロ

ナウイルス感染症の拡大やロシアのウクライナ侵攻、そこから生じた世界的な食料・エネルギー

価格の高騰は、「持続可能で豊かな社会」という私たちの希望を打ち砕く「想定外」のリアリ

ティを知らしめました。今の世界は、その変動性（Volatility）、不確実性（Uncertainty）、複雑性

（Complexity）、曖昧性（Ambiguity）から「VUCA社会」といわれます。感染症の拡大や新たな戦

争の勃発・長期化は、「あるべき社会」を願うだけではなく「ありうる社会」への対応を私たち

につきつけています。そこでSDGsを絵空事と棚上げするのか、この先を生き抜く拠り所として

活かしていくのか、私たちは試されています。あらためてSDGsについて考えてみましょう。

２ 関心と行動のギャップ

SDGsの知名度は道内でも年々向上しています。北海道による道民意識調査（２０２１年）によれ

ば、「聞いたことがある」（２７．８％）、「少し知っている」（３１．１％）、「よく知っている」（７．９％）と答

えた人の合計は６６．８％に達し、２０１８年の調査時の２６．４％から大きく増加しました。一方で、「知

らなかった」が３２．６％であったほか、「取り組みたいと思うが何に取り組めばよいかわからな

い」（５６．６％）、「取り組みたいと思わない」（１１．９％）が合わせて６８．５％を占めており、必ずしも行

動・実践にはつながっていません。

道内企業については、帝国データバンク（２０２１）によれば、SDGsに関して「意味及び重要性

を理解し、取り組んでいる」（１０．４％）、「意味もしくは重要性を理解し、取り組みたいと思ってい

る」（２１．６％）とする企業の合計は３２．０％に達し、前年度から１３．３ポイント増えています。業種別

では金融分野（５７．２％）が最も高く積極的であることが注目されます。しかし、全体の４１．７％が

「言葉は知っていて意味若しくは重要性を理解できるが取り組んでいない」と回答しており、「言

葉は知っているが意味若しくは重要性を理解できない」（１３．０％）、「言葉も知らない」（３．９％）、

「わからない」（９．３％）を合わせると、SDGsに積極的ではない企業は６７．９％に達します。北海道

SDGs推進ネットワーク会員へのアンケート調査（２０２０年）によれば、取組に踏み出せない理由

として「余裕がない」が６１．７％、「具体的に何をすればいいのかわからない」が５７．４％を占めて

おり、道内の経済活動の中で主流化しているわけではありません。

内閣府の調査（２０２１年）によれば、道内市町村で「推進している」のは６３自治体（３５．２％）に

とどまっています。北海道のアンケート調査（２０２０年）によれば、推進できない理由として「自

治体内部の理解、専門性が不足」（７５．６％）、「予算・資源不足」（５５．３％）、「地域住民の関心が低

い」（５２．０％）などが上位に並びます。

あらためて考えるSDGs
公益財団法人北海道環境財団 事務局次長

久保田学
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経営のアドバイス

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１１月号

このように認知度は年々向上しつつも、ビジネス、市民生活、地域政策のいずれにおいても実

装、活用が十分ではないことがわかります。

３ SDGsを理解するポイント

SDGsを実践・活用するにはその本質を知る必要があります。そのポイントを見てみましょ

う。

SDGsは３５ページの国連の文書で、そのタイトルは“Transforming our world : the 2030 Agenda

for Sustainable Development”（我々の世界を変革する：持続可能な開発のための２０３０アジェンダ）

です［注１］。つまり、「世界の形を変える」必要性を標題で提起しています。これは、企業・行政に

対しても従来の延長ではなく、自ら、そして社会システムの変革を求めるものです。

私たちが日々目にする１７分野の目標（Goal）は計１６９項目の具体的な達成目標（Target）で構

成されています。この部分がよく知られた「本体」ですが、SDGsを特徴づける重要な事項は全

てその前段計１２ページの「前文」と「宣言」に記載され、その特性は次の５点に要約されます。

普遍性 前身の国連ミレニアム開発目標（MDGs、２００１～１４年）は、貧困・飢餓・保健衛生な

ど開発途上国の問題解決が主眼でしたが、SDGsは先進国を含む全加盟国の普遍的な共通目標

です。先進国での貧困、格差の拡大や新型コロナウイルスの影響を考えても、このことは自明

でしょう。

包摂性 前文と宣言で「誰一人取り残さない」（No one will be left behind）ことを重ねて誓うと

ともに、「公正、公平、寛容、開かれ、社会的に包摂的な世界」を目指すべき目標像として示

し、前文の冒頭では全ての人々の人権、とりわけジェンダー平等に言及しています。

参画性 社会に影響力を持つ政府や大企業だけではなく、小企業、NGO等多岐にわたる民間

部門も当事者として役割を持ち、全ての人を取り込んでいくことが明記されています。

統合性 １７の目標は不可分であり、経済、社会、環境の統合的な問題解決とそのための新たな

アプローチの必要性が明記されています。貧困、不平等との戦い、地球の維持、持続可能な経

済成長、社会的包摂性などの相互連関、相互依存が「持続可能」の前提であるとしています。

透明性 １７分野１６９目標に対して２３２項目の評価指標が設定され，定期的な到達度の評価や国ご

との比較を可能とし，透明性の確保と根拠立てた説明責任が担保されています。

加盟国の合意文書ですから、いずれも政府目線の記述で自分事視しにくいかもしれません。実

際に企業や自治体で取り組む際には、これらの特性をそれぞれの立場に当てはめて解釈し、自ら

の目標に落とし込む「ローカライズ」が必要となります。企業活動でこれらに応えることはもち

ろん容易ではありませんが、逆にこうしたポイントを理解せず自らの活動を１７分野にあてはめる

だけでは、後述のとおり意味がないばかりか「SDGsウォッシュ」と見なされる可能性があります。

［注１］原文・和訳は外務省サイト参照 https : //www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/
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図１ 気候変動問題と他のゴールの連関の例

４ 環境分野から見る同時解決の難しさ

気候変動対策の要請

統合的な問題解決について気候変動を例に見てみましょう。気候変動（ゴール１３）は直結する

ゴール７（エネルギー）とともに他の全てのゴールに連関する複雑で困難な課題です（図１）。

被害はすでに世界各地で顕在化し、日本でも猛暑の常態化や気象災害の頻発・激化、海洋環境

の変化などが現実のものとなっています。これらは人命・健康に対する脅威であることはもちろ

んですが、例えば国内の風水害等による損害保険の支払金額は２０１８年に過去最高額に達し、翌

２０１９年も１兆円を超過しており、保険料の引き上げや保険期間の短縮など国内の経済活動への影

響も明らかです（図２）。

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

の報告（２０２１年）によれば、パリ協定（２０１５

年）で合意した、工業化以前と比べて地球の

気温上昇を１．５℃以内に抑える、との目標を

５０％の確率で達成するには２０２０年以降の温室

効果ガス排出量を世界全体で、あと５，０００億

tCO２に抑える必要があります。しかし、

２０１９年の排出量は５８１億tCO２ですから、現

状では２０３０年を待たずに限度を超えます。日

本もようやく２０５０年の排出量実質ゼロを表明

しましたが、脱炭素はいずれ達成できればい

いわけではなく、実は緊急性が高いのです。

図２ 我が国の近年の風水害等による支払保険金額

出典：『令和４年版環境白書』（環境省）
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こうしたことから、政府

の２０３０年の温室効果ガス削

減目標（２０２１年）は、従前

の２０１３年比２６％減から４６％

減（１９９０年比４０％減）と大

幅に引き上げられ、家庭部

門を１／３に、業務部門を

１／２に、運輸部門を２／３

に圧縮する劇的な削減を要

請しています（表１）。し

かし、この厳しい目標もデンマークの１９９０年比７０％減、英国の同６８％減など対策に積極的な国々

と比較すると甘く、要求水準は今後さらに上がるでしょう。

地域にとっての再生可能エネルギー

こうした状況下、再生可能エネルギー（以下、「再エネ」）の賦存量が国内で最も豊かな北海道

には再エネ供給基地の期待がかかっています。原発事故を契機に２０１２年に再エネ電力の固定価格

買取制度（FIT）が開始され、我が国もようやくその導入が加速し、北海道でも風力、太陽光、

バイオマス等の発電設備が急増しました。環境省が提供する地域経済循環分析（２０１８年版）によ

れば北海道の再エネ賦存量は道内需要の２４倍以上あり、計算上は十分エネルギーを自給できま

す。しかし、現在は化石燃料を中心とするエネルギー購入代金として年間３，７７６億円が道外に流

出しており、これは道内総生産の約２％、道の一般会計年間予算の約１割に相当する額です。国

全体では化石燃料輸入額は２０１９年度に約２０兆円にもなり、今のエネルギー価格の高騰から２０２２年

度は流出額の激増が予想されます。

いくら域内で稼いでも地域振興予算を投じても域外への支払いで豊かにならない状態は、「漏

れバケツ」に例えられます。これを道内産の再エネで代替していくことは、気候変動対策、地域

経済の振興、エネルギー安全保障等を同時に満たし、本来はSDGsが掲げる統合性を体現するも

のです。しかし、残念ながら現在は再エネ施設の多くが道外資本による設置・運営であり、事業

収益は道外に流出しています。例えば太陽光発電のうち道内の約９割を占める２０kW以上の施設

では、設備容量の６７％、年間売電収入の６９％が道外企業に帰属していると推計されています（歌

川、２０２２）。適地は多くても地域からの投資が進まなかった北海道では域外企業による再エネ開

発が先行してきましたが、従来の企業誘致のような発想では地域固有の資源である再エネの利益

が地元に還元されず、新たな漏れ穴となりかねません。

また、再エネ施設は地域や環境に負の影響をもたらし「迷惑施設」となり得ることにも注意が

必要です（表２）。厳しい手続きの対象外の規模の施設が近隣住民の知らないうちに計画され、

ある日突然景観が変わっていく、という事態が随所でおきています。こうした負の側面を回避す

るには、地元主導で利害調整・合意形成を進める計画プロセスが何よりも重要ですし、上述のと

表１ 地球温暖化対策計画（環境省サイトより）
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おり域内出資・域内調達な

ど最適化が望まれます。政

府の「地域脱炭素ロード

マップ」（２０２１年）は、脱炭

素は地域の課題解決、地方

創生をめざす「成長戦略」

であることを強調し、自治

体や地域の金融機関、中核

企業の参画とリーダーシッ

プを求めています。SDGsの理念からは、再エネ開発は地域を豊かにし住民が望むものであるべ

きで、表２のような事態の回避や対処が求められます。

５ ローカルSDGs～地域循環共生圏

このように経済・社会・環境課題を統合的・同時解決し、資源やお金の域内循環を高めていく

「地域循環共生圏」の概念が、国の第５次環境基本計画で提唱され、各地で新たな地域発展がめ

ざされています。もちろん、エネルギーも食料も域内調達・循環の完結は困難であり、人材・資

金・情報も都市に偏在するため、広域連携や相互補完が前提ですが、いわば地元主導・内発的に

地域社会・経済にSDGsを実装し地方創生をめざすものです。様々な関連施策が展開されていま

すが、ここでは環境省のプラットフォーム支援事業から道内の取組をいくつか紹介します。

海鳥をシンボルとする環境保全と産業振興の両立（羽幌地域生物多様性保全協議会）

世界的に貴重な海鳥繁殖地である羽幌町では、２０１７年から海鳥の生息環境に配慮した取組を評

価し事業者を認証する「シーバードフレンドリー（SBF）認証制度」が運営されています。海鳥

の混獲防止をめざす漁業や、減農薬による特別栽培米などの商品を、取組に共感する消費者が購

入することで、志ある事業者を応援する仕組みですが、制度の活用に向けてさまざまな課題があ

り、現在認証制度の改良を検討しています。ここでは、環境保全に配慮した水産物・農産物等の

販売や消費者との交流・コミュニケーションにより地域産業の競争力が強化され、関係人口が増

え、利益が環境保全に還元され、地域に誇りが醸成されていくことが目標です。その実現に向け

て対象を留萌地域８市町に

拡大し、広域連携による

マーケティングやコンテン

ツ拡充、海鳥・渡り鳥を

テーマとする小・中・高校

の環境教育、生産者と消費

者の交流を兼ねた観光等が

模索されています。

表２ 再生可能エネルギーをめぐるトラブルの例

SBF認証を受けた上築有機米生産組合の特別栽培米（羽幌町）

ｏ．３１４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１９～０２６　経営のアドバイス  2022.10.04 10.39.17  Page 23 



経営のアドバイス

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１１月号

地域資源を活用したSDGs研修（余市町観光地域づくり協議会）

NPO法人北海道エコビレッジ推進プロジェクトは２０１２年から余市町を拠点に活動し、「持続可

能な暮らしと社会」の技術や考え方を滞在型プログラムや地元との交流をとおして実践し、学

生、外国人旅行者や留学生、若手企業人などに学びの機会を提供・創出してきました。現在、同

NPOが中心となり、余市観光協会、JAよいち、余市郡漁業協同組合、余市町役場とともに構成

する「余市町観光地域づくり協議会」として、教育旅行や企業の社員研修を軸とする新たなツー

リズムの創出に取り組んでいます。「地元学」［注２］の手法による環境・産業資源のコンテンツ化、

道内外からの教育旅行受け

入れの拡大、地域の生産

者・観光関係者と交流・連

携等により、地域内外との

価値共有と関係人口拡大を

めざすものですが、多様な

地域課題とその統合的な解

決プロセスを活用した

「SDGs研修」の地域ブランド化も期待されます。

製炭事業と社会福祉の融合による資源循環・脱炭素の推進（㈱地域価値協創システム）

美幌町を拠点にオホーツク地域の８つの社会福祉系NPOが出資して２０２１年に設立された㈱地域

価値協創システムは、地域で発生する規格外農産物や間伐材、廃材などの未利用資源を、近年開

発された小型で操作しやすいプラントを用いて製炭し、資源循環・脱炭素に貢献する商品の開発

と事業化を進めています。特徴的なのは、その設立経緯から就労を希望する障がい者や就労に制

約がある子育て世代を担い手として想定しており、多様な人々が働ける職場づくり、新たな労働

力確保、基幹産業である農業の脱炭素化、未利用資源の活用など、さまざまな地域課題の同時解

決をめざす事業であること

です。現在は調理用の木炭

が中心ですが、商品価値の

低い炭も土壌改良材として

の炭素貯留効果が期待で

き、その普及により地域の

脱炭素化に大きく貢献でき

る可能性があります。

環境に配慮した居住・食料生産を実践するエコビレッジ（余市町）

郊外に設置された製炭炉と規格外野菜を原料とするバイオ炭（美幌町）

［注２］地元のことを地元に学び、「ないものねだり」ではなく「あるもの探し」により地域や人の持つ力を引き出
して、生活やものづくり、地域づくりに役立てていく地域発展の手法。水俣市の地域づくりを主導した吉
本哲郎氏が提唱し各地で活用されている。
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６ 企業にとってのSDGs

なぜ取り組むのか？

前述のとおり、SDGsの道内企業への普及は途上にありますが、大手を中心に先行する企業は

経営リスク回避のツールとして戦略的に活用しています。例えば、SDGsへの対応や本業をとお

した貢献は企業イメージを左右します。業績や待遇だけではなく、環境や人権を重視する姿勢は

企業の社会的な信用度を高め、社会課題に向き合うことは顧客や地域の信頼獲得のためにも大切

です。また、我が国では２０１６～１７年に学習指導要領が改訂されて学校教育の目的に「持続可能な

社会の創り手」の育成が盛り込まれ、すでに教科書にSDGsが取り上げられています。つまり、

これからの若者は学校でSDGsを学んで社会に出てきます。その価値観を多少なりとも身につ

け、あるいは大学などで探求を深めた人材が増えてくれば、SDGsへの取組姿勢や実績は企業に

とって人材確保の重要な要素となる可能性があります。

さらに、環境や人権への対応は取引条件化しはじめています。道内企業の調査では金融分野の

関心が最も高かったことを紹介しましたが、日本のESG投資残高は２０１６年の０．５兆ドルから２０２０

年には２．９兆ドルと５．８倍増となり、全運用額の２４％に達しています。環境分野では、東京証券取

引所は２０２１年のコーポレートガバナンス・コードでプライム市場上場企業にTCFD［注３］または同

等の枠組みに基づく気候関連財務情報など、サステイナビリティに関する取組の開示を求めてい

ます。サプライチェーン全体の脱炭素に取り組む大企業が次々と現れ、トヨタ（調達先で毎年

３％削減）、ホンダ（同毎年４％削減、２０５０年実質ゼロ）などで取引先への要請もはじまってい

ます。「気候変動は人道問題」であり、その対応は「営業許可証」である（松尾、２０２１）との見方

もあります。対応を軽視して不正義とみられるか、時代に順応して新たな顧客や事業機会につな

げるか、環境に限らずSDGsの全ての分野に共通する分岐点となります。

「SDGsウォッシュ」に注意

「地球にやさしい」「環境にいい」などとPRしつつ、うわべだけで実質を伴わないことを「グ

リーンウォッシュ」と呼びますが、同様に見せかけだけの対応でSDGsに取り組むふりをするこ

とを「SDGsウォッシュ」といいます。意図的な偽装は論外ですが、取り組んでいる「つもり」

となっている場合、気づくまで自社の価値を損ねつづけることになりかねません。

SDGsに取り組むにあたり多くの場合、まず自社の事業や取組と１７分野のゴールの関係を整理

することになります。これを「マッピング」といいますが、これだけでは取り組んだことにはな

りません。なぜなら、SDGsの本質は前述のとおり「変革」することであり、分類しただけでは

自社の環境や社会・人権問題への対応は何も変わらず、逆に現在の取組を正当化する免罪符とな

［注３］ 気候関連財務情報開示タスクフォース。各国の財務省、金融監督当局、中央銀行からなる金融安定理事会
（FSB）に設置された作業部会で、投資家等に適切な投資判断を促すために気候関連財務情報の開示を企業
等に求めることを目的とする。２０２２年３月末時点で世界の３，１５０機関が賛同し、日本からの賛同７５７機関は
国別で世界１位。同様に自然関連財務情報の開示を進めるタスクフォース（TNFD）も２０２１年に設置された。
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りかねないからです。自治体でも同様の対応をみかけますが、地域の多様な社会課題への対応を

業務とする行政機関がSDGsの各分野に関わっているのは当然のことで、これまでとは異なる変

革のツールとして使わなければ意味がありません。

７ 支持される企業・地域となるために

SDGsの取り組み方については、すでに多くの優れた書籍があります。各省庁からも大企業、

中小企業、自治体向けガイドブックや分野別の事例集等が、無料で公開されていますので、紙面

の制約からここでは触れませんが、それらが指南する手順はほぼ共通しています。例えば企業行

動指針として有名なSDGsコンパス［注４］は次のように整理しています。

STEP１ SDGsを理解する

STEP２ 優先課題を決定する

STEP３ 目標を設定する

STEP４ 経営に統合する

STEP５ 報告とコミュニケーションを行う

前述のとおり、まずSDGsの本質を理解することが出発点となります。それを踏まえ、取り組

むことで何をどう変えようとするのか具体的に目標を定め、経営や地域づくりに落とし込み、担

当部署だけではなく組織全体で対応していくことが基本です。そして組織内外に取組結果や課題

を示し、一緒に改善を考えていくことの繰り返しです。そのプロセスにはさまざまな困難が予想

されますが、SDGsを義務や負担ではなく、「支持される／働きたくなる企業」や「住みたくなる

／住み続けられる町」に変わっていくための投資と捉えることができれば結束して取り組むこと

ができるのではないでしょうか。社会がSDGsを望むならば、「誰ひとり取り残さない」を旨とす

るSDGsへの対応が遅れることで「取り残される」リスクも意識した方がいいかもしれません。

＜参考文献＞

帝国データバンク（２０２１）SDGsに関する道内企業の意識調査

歌川学（２０２２）北海道の地域脱炭素転換と地域発展（EPO北海道／環境白書を読む会資料）

松尾雄介（２０２１）脱炭素経営入門、日本経済新聞出版

［注４］詳しくはhttps : //sdgcompass.org/を参照
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．６ △５．７ ９９．９ △３．８ ９２．１ △６．２ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．０ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．６ ８９．２ △９．８ ８５．４ △２１．５ ９１．５ △１０．０
２０２１年度 ８８．６ ６．４ ９５．５ ５．８ ８９．５ ７．４ ９３．３ ４．６ ８７．８ ２．８ ９７．７ ６．８

２０２１年４～６月 ８９．４ ２．６ ９６．５ ０．２ ９１．６ ４．２ ９５．３ ０．８ ８６．９ △１．９ ９５．７ １．３
７～９月 ９０．１ ０．８ ９４．７ △１．９ ９１．４ △０．２ ９２．２ △３．３ ８８．３ １．６ ９７．９ ２．３
１０～１２月 ８６．３ △４．２ ９４．９ ０．２ ８６．８ △５．０ ９２．４ ０．２ ８９．１ ０．９ ９９．９ ２．０

２０２２年１～３月 ８８．８ ２．９ ９５．７ ０．８ ８８．４ １．８ ９２．９ ０．５ ９１．１ ２．２ １００．９ １．０
４～６月 r ８７．５ △１．５ ９３．１ △２．７ r ８９．２ ０．９ ９２．０ △１．０ r ８８．３ △３．１ ９９．６ △１．３

２０２１年 ８月 ８９．７ △３．１ ９６．２ △１．９ ９１．３ △２．２ ９３．６ △２．６ ８７．３ △０．１ ９５．３ △０．１
９月 ８７．９ △２．０ ８９．９ △６．５ ８９．６ △１．９ ８６．９ △７．２ ８８．３ １．１ ９７．９ ２．７
１０月 ８７．１ △０．９ ９１．８ ２．１ ８７．９ △１．９ ８９．１ ２．５ ８９．８ １．７ ９８．４ ０．５
１１月 ８６．１ △１．１ ９６．４ ５．０ ８６．８ △１．３ ９３．９ ５．４ ８９．４ △０．４ ９９．８ １．４
１２月 ８５．８ △０．３ ９６．６ ０．２ ８５．８ △１．２ ９４．１ ０．２ ８９．１ △０．３ ９９．９ ０．１

２０２２年 １月 ８８．５ ３．１ ９４．３ △２．４ ８９．０ ３．７ ９２．７ △１．５ ９２．３ ３．６ ９９．２ △０．７
２月 ８７．２ △１．５ ９６．２ ２．０ ８７．４ △１．８ ９２．７ ０．０ ８９．４ △３．１ １０１．３ ２．１
３月 ９０．７ ４．０ ９６．５ ０．３ ８８．９ １．７ ９３．３ ０．６ ９１．１ １．９ １００．９ △０．４
４月 ９０．８ ０．１ ９５．１ △１．５ ９２．３ ３．８ ９３．０ △０．３ ９１．５ ０．４ ９８．６ △２．３
５月 ８６．６ △４．６ ８８．０ △７．５ ８９．４ △３．１ ８９．２ △４．１ ８８．９ △２．８ ９７．７ △０．９
６月 ８５．１ △１．７ ９６．１ ９．２ ８６．０ △３．８ ９３．７ ５．０ ８８．３ △０．７ ９９．６ １．９
７月 ８６．１ １．２ ９６．９ ０．８ ８４．６ △１．６ ９４．８ １．２ ８７．０ △１．５ １００．２ ０．６
８月 p８６．３ ０．２ １００．２ ３．４ p８５．６ １．２ ９７．５ ２．８ p８６．６ △０．５ １００．９ ０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３

２０２１年４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３４ △１．１
７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４
１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２

２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７
４～６月 ２４２，２４９ ３．５ ４９，７８６ ５．１ ３７，９２１ ２９．０ １３，０５８ ２５．３ ２０４，３２８ △０．２ ３６，７２７ △０．６

２０２１年 ８月 ８０，８７６△２．７ １６，０７８△４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７６ △２．３
９月 ７６，５７４△１．３ １５，５６４△０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４
１０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５３ ０．９
１１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４
１２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９

２０２２年 １月 ８１，１４３ ０．６ １６，７６７ ３．０ １２，０１８ ７．０ ４，１６３ １４．５ ６９，１２５ △０．４ １２，６０４ △０．３
２月 ７３，８５５△１．１ １５，０３６ ０．５ ９，５４４ △１３．２ ３，５１６ △１．８ ６４，３１１ １．０ １１，５２０ １．２
３月 ８３，４９０ ２．１ １７，０５３ ２．１ １３，９３０ １．７ ４，７１１ ４．２ ６９，５６０ ２．２ １２，３４２ １．３
４月 ７９，９８２ ２．６ １６，２４２ ４．６ １２，２１４ １３．１ ４，１８１ １８．２ ６７，７６８ ０．９ １２，０６１ ０．６
５月 ８１，６５８ ６．４ １６，８０９ ９．１ １２，７２４ ５７．４ ４，３０１ ５５．３ ６８，９３４ ０．４ １２，５０９ △１．１
６月 ８０，６０９ １．５ １６，７３５ １．９ １２，９８２ ２３．６ ４，５７７ １１．２ ６７，６２７ △１．９ １２，１５８ △１．２
７月 ８４，６９０ ３．１ １７，７０４ ３．３ １４，２４１ １７．８ ４，８５４ ８．９ ７０，４４９ ０．６ １２，８５０ １．３
８月 ８２，２６４ １．７ １６，７７６ ４．３ １２，１３６ ２４．２ ３，８６９ ２４．７ ７０，１２７ △１．４ １２，９０７ △０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１１月号

ｏ．３１４（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２７～０２９　主要経済指標  2022.10.19 14.28.36  Page 27 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，７５９△２．７ ４６，８７９△４．７ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３

２０２１年４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１５３△３．８ ７０，５２４ △０．８ １８，３４９ △０．２ ４０，４１１ △１．３ ９，０８９ △４．５
７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８０１ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６５ △６．８
１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７ △２．９

２０２２年１～３月 ３９，１７０△１．４ １２，２３８ ０．１ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９
４～６月 ３６，８３２ ６．０ １１，２０９ ０．５ ７１，１７４ ０．９ １８，８５１ ２．７ ３９，９９２ △１．０ ８，８９８ △２．１

２０２１年 ８月 １２，６７２△４．４ ３，６９７△１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４３６ ０．４ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０
９月 １２，０９２△０．８ ３，５５１△３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３２ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２
１０月 １１，８１５△０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８１ ４．６ １１，５７３ １．２ ２，７９７ ０．０
１１月 １１，８３９△１３．４ ３，５７９△１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９０９ １．１ １１，１９６ △４．０ ２，７０８ △４．０
１２月 １４，７２０△７．９ ４，７２８△８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８１ １．２ １３，８２３ ０．１ ３，３０２ △４．３

２０２２年 １月 １２，８４５△５．２ ４，２３５△１．７ ２３，８９９ △１．２ ６，１７５ ５．７ ９，０５４ △１．２ ２，５０５ △２．６
２月 １０，３３７△８．６ ３，４６６△０．８ ２３，４６７ ５．９ ５，８０２ ４．５ ７，３６３ △４．１ ２，２４６ △４．１
３月 １５，９８８ ７．５ ４，５３６ ２．６ ２１，３５２ １．９ ６，２２５ ４．６ ９，４０７ △７．５ ２，６７１ △２．２
４月 １２，６１７ ９．３ ３，５７８ １．４ ２３，９４３ ２．２ ６，１８９ ３．１ １３，４３２ ４．８ ２，９８６ △１．５
５月 １２，５０８ ８．６ ３，７０４△３．３ ２３，３１８ ２．８ ６，２８４ １．７ １４，４７８ ０．０ ３，１０１ △３．９
６月 １１，７０７ ０．２ ３，９２７ ３．５ ２３，９１３ △２．１ ６，３７８ ３．４ １２，０８２ △７．８ ２，８１１ △０．７
７月 １２，９６７△１１．８ ４，２７６△３．３ ２４，５７８ ２．３ ６，７６４ ６．８ １２，４８７ △５．２ ２，８７４ △２．２
８月 １０，９９９△１３．２ ３，６３５△１．７ ２５，８３４ ２．８ ６，７７４ ５．３ １１，３７３ △２．０ ２，７４２ △１．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１

２０２１年４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０
７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０
１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０

２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０
４～６月 １４６，１２５ ４．６ ３０，０９３ ３．５ ２６５，１８２ △０．３ ２８９，６９４ ３．２ ２，３１４ １２１．６ ０ －

２０２１年 ８月 ５１，２９９△０．３ １０，１９１△１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ ０ －
９月 ４９，８３７△０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ ０ △２５．０
１０月 ４７，５５３△０．４ ９，９２７△０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ ０ －
１１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２△１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ ０ －
１２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ ０ △１００．０

２０２２年 １月 ４６，１３３ ３．８ ９，５３７ ２．９ ２７１，６４４ １２．９ ２８７，８０１ ７．５ ５４８ １２６．８ ０ △１００．０
２月 ４２，６１２ ３．３ ８，７２１ ０．６ ２６２，４８１ １６．７ ２５７，８８７ ２．２ ３７８ ５３．３ ０ －
３月 ４７，４２４ ３．０ ９，９６０ １．７ ２８０，０２７ △４．７ ３０７，２６１ △０．８ ６３９ ４１．９ ０ －
４月 ４７，３００ ３．９ ９，８７３ ２．７ ２８２，４５７ ３．８ ３０４，５１０ １．２ ６４８ ５８．９ ０ －
５月 ４９，０９３ ５．５ １０，０７８ ３．５ ２５８，８３６ △４．４ ２８７，６８７ ２．４ ７８５ １４７．９ ０ －
６月 ４９，７３２ ４．３ １０，１４１ ４．２ ２５４，２５２ △０．４ ２７６，８８５ ６．４ ８８１ １７５．６ ０ －
７月 ５４，５１１ ３．７ １０，８４４ ３．４ ２６０，２４７ １．７ ２８５，３１３ ６．６ １，０５４ ８６．４ １４６７００．０
８月 ５３，９９８ ５．３ １０，７２０ ５．２ ２７９，４０２ １５．９ ２８９，９７４ ８．８ １，２０５ ９７．４ p ２ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１１月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８

２０２１年４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０
７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８
１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．１０ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６

２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７
４～６月 ４９２，１７８ △６．２ ４９，２９６ △４．４ １．０１ １．０７ ３２，６７７ １３．３ ７６６，５５６ １３．２ ３．７ ２．７

２０２１年 ８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ ３．３ ２．８
９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ ↓ ２．８
１０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ ↑ ２．７
１１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ ３．０ ２．７
１２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ ↓ ２．５

２０２２年 １月 １１，６０９ ２６．９ ５，２０９ △１７．７ １．００ １．１４ ３０，１０２ ６．９ ７８３，２９２ １３．０ ↑ ２．７
２月 １６，３６６ １６．７ ５，８９７ △９．１ １．０２ １．１４ ３０，３５７ ９．３ ７４２，２９０ ８．１ ３．１ ２．６
３月 １２１，０１３ ８．６ １４，４９９ △４．３ １．０３ １．１３ ３３，７６３ １．９ ７９８，７３６ ７．３ ↓ ２．６
４月 １８４，７３４ △９．８ ２０，１０５ △４．０ １．００ １．０６ ３４，８１０ １３．５ ７７２，６９５ １１．９ ↑ ２．７
５月 １４４，１８６ △６．３ １２，６７２ △１０．３ １．００ １．０６ ２９，８５３ １４．３ ７２６，７４７ １６．６ ３．７ ２．８
６月 １６３，２５７ △１．６ １６，５１９ ０．１ １．０４ １．０９ ３３，３６９ １２．２ ８００，２２７ １１．５ ↓ ２．７
７月 １０２，６５０ ０．３ １２，９２４ △７．０ １．１０ １．１５ ３４，６４９ １５．８ ７７２，２４９ １１．９ － ２．５
８月 ５９，８５５ △８．６ １１，５６２ △０．１ １．１２ １．１８ ３０，４１５ １４．２ ７５５，６９７ １３．９ － ２．６

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１

２０２１年４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２
７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３
１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２

２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１
４～６月 １０２．３ ２．９ １０１．６ ２．１ ５９ ７８．８ １，５５６ ４．４ １２９．５６ ２６，３９３

２０２１年 ８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０
９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３
１０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３
１１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２
１２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２

２０２２年 １月 １００．４ ０．６ １００．１ ０．２ ８ １４．３ ４５２ △４．６ １１４．８３ ２７，００２
２月 １００．９ １．０ １００．５ ０．６ １４ △６．７ ４５９ ２．９ １１５．２０ ２６，５２７
３月 １０１．６ １．３ １００．９ ０．８ ２７ ２２．７ ５９３ △６．５ １１８．５１ ２７，８２１
４月 １０２．１ ２．８ １０１．４ ２．１ １６ ３３．３ ４８６ １．９ １２６．０４ ２６，８４８
５月 １０２．３ ２．８ １０１．６ ２．１ ２２ １４４．４ ５２４ １１．０ １２８．７８ ２７，２８０
６月 １０２．５ ３．０ １０１．７ ２．２ ２１ ７５．０ ５４６ ０．９ １３３．８６ ２６，３９３
７月 １０３．０ ３．０ １０２．２ ２．４ ９ ０．０ ４９４ ３．８ １３６．６３ ２７，８０２
８月 １０３．４ ３．４ １０２．５ ２．８ １４ １３３．３ ４９２ ５．６ １３５．２４ ２８，０９２

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（３）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１１月号
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２２年７～９月期実績、２０２２年１０～１２月期見通し）

●経営のアドバイス
あらためて考えるSDGs
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